














































































































































































































































































































































































年　度 学力上位 学力中位 学力下位
平成19年度 49.6％ 31.7％ 15.7％
平成18年度 50.8％ 31.1％ 16.3％
平成17年度 47.9％ 29.0％ 14.1％
平成16年度 49.9％ 28.9％ 14.6％






































































上　位 47.8％ 30.4％ 21.8%
n=11 n=7 n =5
中　位 15.7% 23.5% 60.8%
n =8 n=12 n =31
下　位 5.9% 29.4% 64.7%































































































上　位 62.2％ 16.2％ 21.6%
n =23 n=6 n =8
中　位 11.8% 38.2% 50%
n =4 n=13 n =17
下　位 0% 18.2% 81.8%









































































































































































(5) 依光正哲『世代間利害調整プロジェクトDiscussin Papers No.258』一橋大学経済研究所　2005年３月
７頁
(6) 内田真人『現代沖縄経済論』沖縄タイムス社　2002年　26頁
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(7) うちなー金融経済レビュー『沖縄県の高失業率の背景について』日本銀行　那覇支店　2007年３月
４頁
(8) 平成19年３月の全国高校卒業者の進路状況をみると、普通科高校の60％が大学に進学しているのに
対して、専門高校では20％程度にとどまり、50％を超える生徒が就職している（文部科学省「専門
高校の現状」http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/shinkou/genjyo/021203.htm：平成20年11月４日
アクセス）
(9) 日本高等学校教職員組合が2007年10月に日本高等学校教職員組合のある27道府県、４政令市の公立
高校を対象に実施した調査（「2007年度高校生の修学保障に関するアンケート調査」４頁
http://www.nikkokyo.org/news/tougi/cat27/：平成20年11月４日アクセス）
(10) 西本裕輝「沖縄県における高校生の進路選択と家庭環境の関連性－学校の再生産機能に着目して－」
『琉球大学法文学部紀要　人間科学　第２号』琉球大学法文学部　1998年　66頁
(11) 教育情報の調査研究を行うライセンスアカデミーが、全国の高校と大学に実施したアンケート調査
（ライセンスアカデミー『学費で進学断念深刻化』
http://www.licenseacademy.jp/pdf/gakuhi_0703.pdf：平成19年10月アクセス）
(12) 藤村正司『大学進学に及ぼす学力・所得・貸与奨学金の効果』東京大学大学経営・政策センター
2007年　17頁
(13) 矢野昌浩「沖縄県における若年層の求職活動と雇用対策の課題（１）」『琉球大学法学部紀要第69号』
琉球大学法文学部　2003年　136頁
(14) 矢野昌浩「沖縄県における若年層の求職活動と雇用対策の課題（２）」『琉球大学法学部紀要第70号』
琉球大学法文学部　2003年　31頁
(15) 吉川徹『学歴と格差・不平等－成熟する日本型学歴社会』東京大学出版会　2006年　144頁
(16) 山田昌弘『新平等社会』文藝春秋　2006年　82頁
(17) 原清治「学力問題からみる社会的排除の構造－塾調査の分析における子どもたちのメンタリティに
注目して－」『佛教大学教育学部論集第18号』佛教大学教育学部　2007年　87頁
(18) 進学情報会社のＪＳコーポレーションが全国の高校生３年生4,259名を対象に実施したアンケートに
よると、志望校を決定した理由でもっとも多かったのが「教育内容：65％」であったのに対して、
就職状況・実績は20％程度であった。（ＪＳコーポレーション『高校生白書』2007年　78頁）
(19) 内閣府が平成13年度に実施した沖縄県の意識調査によると、沖縄県民の約８割が生活に対して「満
足している」と答えており「不満」とした２割を大きく上回った。また平成６年におこなわれた前
回同様の調査と比べると「満足している」の割合は７割から８割まで増加している。(内田真人『現
代沖縄経済論』沖縄タイムス社　2002年　19頁）
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（はせがわ　まこと　　教育学研究科生涯教育専攻博士後期課程）
（指導：原　清治　教授）
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